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Ａ.目的 

2008 年より特定健康診査・特定保健指

導制度が導入された。第４期を迎え、体

重減少、腹囲減少、生活習慣の確立等を

めざすアウトカム型の保健指導に方向転

換をした。また、体重減少等のアウトカ

ムを出すためには、生活や行動を変える

ための動機づけが重要である。標準的な

健診・保健指導プログラム（令和６年度

版）１）には、特定保健指導において、ア

プリケーションなどの活用を推奨してお

り、アプリケーション（以下、アプリ）

の要件として「情報提供」、「不特定なソ

研究要旨 

目的： 自治体におけるウォーキングアプリを活用した事業展開は広がっている。アプリ

は特定保健指導の身体活動の向上や、特定保健指導後の体重のリバウンド防止に活用でき

る可能性がある。本研究は、日本におけるウォーキングアプリの開発、機能、登録者数、

実績、課題などについて運用状況の実態を把握し、特定保健指導への活用可能性を検討す

ることを目的とした。 

方法： 2025 年 10 月に都道府県及び町村を除く市に対して調査を行い、ウォーキングアプ

リの開発、機能、登録者、実績、課題などについて運用状況の実態を把握し、特定保健指

導への活用可能性を検討することを目的とした。 

結果： 都道府県は 78.7％、政令市は 65.0％、一般市が 56.5％の回答を得た。都道府県お

よび政令市では約70〜80％がアプリ事業を実施しており、広く普及していた。一方で、デ

ータヘルス計画との連携は限定的であり、食事や健診データの記録機能など、特定保健指

導への活用に必要な機能は十分ではなかった。また、参加者の偏在や継続利用の困難さ、

デジタルデバイドなどの課題が明らかとなった。 

考察：ウォーキングアプリは既に社会実装された基盤である一方で、特定保健指導との接

続は十分に図られておらず、「実装されているが、今後さらに活用が期待される資源」で

あることが示唆された。行動変容の維持にはアプリ単独では限界があり、保健指導等の人

的支援との統合が不可欠である。今後はデータ連携や支援設計の高度化により、継続的な

健康行動の定着とリバウンド防止への寄与が期待される。 
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ーシャルサポート」、「アウトカムの目標

設定」、「行動目標の設定」、「アウトカム

（行動変容）のセルフモニタリング」の

要素が減量に効果的であると述べられて

いる。 

個人的な経験ではあるが、研究分担者

が特定保健指導を担当している保健師等

の研修等に参加した際、オンライン面談

を実施しているものが大半を占めるのに

対し、アプリを使用した保健指導を展開

しているものが少なかったことから今回

の調査の発想を得た。 

特定保健指導の実施率は 2008 年の

7.7%から 2022 年度の 26.5％に向上して

きた。メタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少率に関する目標値は

2008年度を基準として 25％であったが、

2022年まで 15～16％前後であり、目標の

25％には至っていない２）。また、特定保

健指導後のリバウンドが一定数いると予

想されるため、より効果的な特定保健指

導の展開の仕方を検討する必要がある。 

近年、自治体が提供する mHealth アプ

リを活用した健康増進施策が広がってお

り、身体活動の向上に寄与する可能性が

報告されている３）。これらのアプリは特

定保健指導の身体活動の向上や、特定保

健指導後の体重のリバウンド防止に活用

できる可能性がある。 

荒木田らが 2025年 1月に行ったインタ

ーネット上の調査では、都道府県及び政

令市では 67 自治体中（47 都道府県＋20

政令市）、58 自治体（40 都道府県+18 政

令市）が歩数の自動モニタリングができ

るアプリを提供していた。また、マイナ

ンバーカードとの連携によって健診デー

タなどを取り込めるものもあった。さら

に、府県内の市町村と連携し活用を広げ

ているものもあり、機能や活用状況がさ

まざまであることが分かった。 

 今回は、調査規模を広げ、都道府県及

び町村を除く市に対して調査を行い、ウ

ォーキングアプリの開発、機能、登録者、

実績、課題などについて運用状況の実態

を把握し、特定保健指導への活用可能性

を検討することを目的とした。 

 

Ｂ．方法 

1.研究デザイン：横断的調査研究とした。 

2.研究対象：都道府県と、政令市及び一

般市（町村を除く）（約 800か所）の健康

増進担当課の当該事業担当職員とした。 

3.本研究における用語の定義： 

・ウォーキングアプリ：スマートフォン

などにインストールして持ち歩くことで、

自動で歩数を記録できるアプリケーショ

ン。 

・ウォーキングアプリ活用事業：在住、

あるいは在勤者（住民等）を対象に、ウ

ォーキングアプリを提供し、住民等の健

康意識の向上、身体活動の向上などを目

標とした事業。 

4. 調査の依頼方法 

 47都道府県、20政令市及び町村を除く

772 市の健康増進担当課あての調査協力

の依頼文書及び質問用紙を送付した。文

書には、研究目的、任意に基づく研究で

あること、基本的には自治体名は記載す

ることなどの説明を行った。本研究に同

意いただけた場合は、Web あるいは紙面

からの回答を依頼した。 
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5. 質問内容 

ウォーキングアプリの開始時期、登録

者数、アプリの対象年齢、計画との紐づ

け、アプリの機能、報告書の公開の有無、

アプリの特徴・強み（自由記載）、課題

（自由記載）等。 

6. 分析方法 

 項目により、回答の合計、割合等を算

出した。自由記述などの質的内容は内容

を考慮し、テーマ分析で検討した。意味

のある内容をコードとして抽出し、内容

の類似性を考慮しサブテーマに集約し、

さらにサブテーマの意味内容からテーマ

へと抽象化した。また、都道府県と政令

市の回答のなかった自治体については、

公式ウェブサイト等により事業実施状況

を補完的に確認した。 

 

Ｃ.結果 

１.回収数 

 表１に自治体別の回収率を記載した。

都道府県が 78.7％、政令市が 65.0％、一

般市が 56.5％の回答であった。 

2. ウォーキングアプリ活用事業の実施

状況（表２） 

 都道府県では「実施あり」と回答があ

ったところと、公式ウェブサイト上で確

認をした５か所の 29自治体が活用事業を

実施していた。また、生命保険会社など

の他機関が開発したアプリを活用して実

施しているのは４自治体であった。これ

らを合計すると、都道府県の場合は、約

70％の自治体が何らかの形で実施してい

た。 

政令市については事業実施ありと回答

したものが８自治体と公式ウェブサイト

上で確認したものが３か所であった。ま

た、県などの他機関のツールを活用して

いるところが、公式ウェブサイト上で確

認したところも含めて５か所あり、これ

らを合計すると、政令市の場合は、約

80％の自治体が何らかの形で実施してい

た。 

 一般市の場合は、回答のあったところ

のみを集計した。事業実施ありと回答し

たところは 32.1％、都道府県などの他機

関のツールを活用しているところが

12.2％であり、回答自治体の約 45％が何

らかの形で実施していた。 

 ウォーキングアプリ事業を「実施あり」

と回答した自治体の開始年（表３）は、

2014 年度が最も古く、2024 年度は 29 件

と、開始した自治体が最も多かった。 

3. 計画との関係性（表４） 

 実施ありと回答のあった 172 自治体の

うち、関係する計画の記載があったとこ

ろが 146 自治体であった。その計画名か

ら内容を類推して分析したところ、「健

康増進計画」が 105 件（71.9％）と最も

多く、次に多かったのは「データヘルス

計画」が 16件（11.0％）であった。 

4. 記録できる事項（表５） 

 「実施あり」と回答があった 146 件を

対象に、記載された計画名を確認し、名

称から類推して分類した。２つ以上の計

画名を記載している自治体も多かった。 

 71.9％が健康増進計画を上げていた。

特定健診・特定保健指導計画とも関係の

あるデータヘルス計画を上げているとこ

ろは 11.0％にとどまっていた。 

5. マイナンバーカードとの連携及びア

プリで記録可能な事項 



49 

 

 特定保健指導と関係する健診の記録が

できるのは、都道府県のアプリで６件

（25％）、食事内容は３件（12.5％）に

とどまった。 

5. 各自の自治体のアプリの強み（表 6） 

 自由記載で「自治体で活用しているア

プリの強み」について尋ねた。 

 「自治体で活用しているアプリの強み」

に記載があったのは 165（都道府県 24、

政令市 7，一般市 134）件であった。315

のコードから、４つのテーマを生成した。 

強み 1：参加したくなる魅力の設計 

強み 2：健康管理を支える実用性 

強み 3：個人を超えて広がる参加の仕組

み 

強み 4：自治体施策としての実装可能性 

 コード数として最も多かったのは強み

１の中の 1-1 インセンティブ設計（61）、

次いで 1-4 イベント性・参加機会の演出

（34）であった。 

 また、強み３の中で、3-4 地域ぐるみ

の巻き込み（33）もコード数として多か

った。 

 4-1 共同基盤・広域連携 （ 29）、

4-2 コスト抑制・導入容易性（26）は都

道府県が提供するアプリを市町村が活用

するという枠組みの中で記載されていた。 

6.各自の自治体のアプリの課題（表７） 

 自由記載で「自治体で活用しているア

プリの課題」について尋ねた。記載があ

ったのは、174（都道府県 24、政令市 8、

一般市 142）件であった。251のコードか

ら、下記の４つのテーマを生成した。 

課題 1：対象集団への到達と参加の偏在 

課題 2：継続利用を阻害する動機づけ設

計上の課題 

課題 3：利用可能性と技術的信頼性に関

する課題 

課題 4：自治体事業としての運営持続性

と制度的制約 

 課題で最もコード数が多かったのは 1-

4.新規参加者の伸び悩み（42）で、次い

で、3-1.デジタルデバイドと利用支援の

必要性（28）であった。 

 

D.考察 

本研究では、自治体におけるウォーキ

ングアプリ活用事業の実態を明らかにし、

その特定保健指導への応用可能性を検討

することを目的とした。 

本調査から、多くの自治体でアプリは

普及（約 70〜80%）していることが明ら

かとなったが、データヘルス計画と紐づ

いているものは少なく、アプリに記載で

きる事項も、食事内容や個人目標の記載

ができないなど、特定保健指導への活用

を考慮した場合、特定保健指導に必要と

される行動変容支援機能（食事記録や目

標設定等）は限定的であった。 

本研究は自治体アプリの実装実態を把

握したものであり、個人レベルの効果だ

けでなく、導入・運用・継続を含めて整

理するために、実装科学の枠組みである

RE-AIM4・5）の視点で整理してみたい。 

RE-AIM は Glasgow ら 4・5）により提唱さ

れた公衆衛生介入評価モデルであり、介

入が誰にどの程度届いたか（Reach）、ど

の よ う な 効 果 を 示 し た か

（Effectiveness）、どの場や組織に採用

されたか（Adoption）、どのように実施

されたか（Implementation）、そしてど

の 程 度 維 持 ・ 継 続 さ れ る か
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（Maintenance）の 5側面から、介入の公

衆衛生上のインパクトを捉えることを特

徴としている。 

1. Reach（誰に届いているか） 

特に自由記載から、若年層や健康関心

の低い層への浸透不足、新規参加者の伸

び悩みといった課題が示された。これは、

健康行動介入においてしばしば指摘され

る「参加者の偏在」の問題と一致してお

り、アプリ利用が健康意識の高い層に偏

る傾向があることを示唆している。 

また、高齢者を中心としたデジタルデ

バイドに関する課題も指摘されており、

情報通信技術を活用した介入においては、

利用者特性による格差を考慮した設計が

不可欠であると考えられる。高齢者を対

象とした相談会などを設けている自治体

もあるが、人件費コスト等も課題として

挙がっていた。 

2. Effectiveness（効果）について 

 本研究では直接的な検証は行ってい

ないが、各自の自治体アプリの強みとし

て挙がっていた、セルフモニタリングや

インセンティブ、イベントの設計といっ

た要素は、行動変容理論において有効性

が示されている構成要素である 6）。さら

に、日本における大規模縦断研究におい

ても、自治体が提供する mHealth アプリ

の利用により歩数が有意に増加すること

が示されており、デジタル介入が身体活

動の向上に寄与する可能性が示されてい

る 3）。また、歩数のモニタリングを中心

とした介入については、システマティッ

クレビューおよびメタアナリシスにおい

て、1 日あたりの歩数の有意な増加が認

められており、身体活動の向上に寄与す

ることが示されている 7）。したがって、

適切に設計・運用された場合には、健康

行動の改善に寄与することが期待される。 

3. Adoption（採用）について 

 都道府県および政令市の約 70〜80％が

何らかの形でウォーキングアプリ事業を

導入しており、本領域において当該アプ

リがすでに広く社会実装されていること

が明らかとなった。このことは、新たな

介入を一から構築するのではなく、既存

のインフラを活用した保健指導の展開が

可能であることを示しており、実装可能

性の高さという点で重要な知見である。 

4. Implementation（実施）について 

 多くのアプリが歩数や消費カロリーな

どの基本的な身体活動指標の記録にとど

まっており、食事内容や健診データとの

連携、さらには行動変容を支援する機能

については限定的であった。さらに、特

定保健指導との体系的な連携は十分に確

立されておらず、現状では健康増進施策

として独立して運用されている実態が明

らかとなった。これは、自治体における

健康施策と医療保険制度に基づく保健指

導との間に制度的・運用的な分断が存在

する可能性を示唆している。 

5. Maintenance（継続）について 

継続利用の困難さや動機づけ設計の課

題、さらに自治体側の財政的・人的負担、

評価基盤の不足が、事業の持続可能性を

制約となる可能性が示唆された。 

特に、インセンティブやイベントの魅

力不足、アクティブユーザーへの移行の

困難さは、行動変容の維持における重要

な障壁であると考えられる。一方で、歩

数の継続的なモニタリングはセルフモニ
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タリングを促し、健康行動の維持に寄与

する可能性がある。また、個人への報酬

に加え、企業・職域との連携（企業間の

ランキング）などでグループという意識

を強めたり、地域貢献と結びついたイン

センティブ設計で内発的動機づけを高め

た り す る こ と で 、 Reach お よ び

Maintenance の改善に寄与する可能性が

ある。 

しかし、アプリ単独では行動変容の持

続には限界があると考えられるため、保

健指導等の人的支援と組み合わせること

により、リバウンド防止を含めた長期的

な行動変容の定着が期待される。 

6. RE-AIMの観点から見た活用可能性 

RE-AIM では個人レベルの継続と組織レ

ベルの制度化の双方が重視されるが、本

研究からは、アプリを特定保健指導終了

後の自己管理支援やリバウンド予防の基

盤として定着させるためには、データ連

携、対象者に応じた支援設計、効果検証

を含めた運用体制の整備が必要であるこ

とが示唆された。以上より、自治体アプ

リは特定保健指導の実効性向上に資する

可能性を有する一方、その実現には、

Reach の改善、 Adoption の制度化、

Implementation の高度化、Maintenance

の担保を一体的に進めることが重要であ

る。 

7. 本研究の限界 

 本研究にはいくつかの限界がある。第

一に、本研究は一定の回収率を得ている

ものの、全ての都道府県および政令市か

ら回答を得たわけではなく、未回答自治

体の状況が十分に反映されていない可能

性がある。第二に、本研究は横断的調査

であり、ウォーキングアプリの活用と健

康行動の改善との因果関係については検

証していない。第三に、本研究ではアプ

リの導入状況や機能、運用実態を把握し

たものであり、体重減少や生活習慣の改

善といったアウトカムへの効果について

は評価していない。第四に、本研究のデ

ータは自治体担当者からの自己申告に基

づくものであり、実際の運用状況や利用

実態と乖離している可能性がある。さら

に、本研究は自治体の視点からの分析で

あり、利用者の行動変容プロセスや利用

経験については検討していない。 

 

E.結論 

 本研究では、自治体のウォーキングア

プリ活用事業は特に都道府県、政令市な

どでは、一定程度普及していたが、一般

市では格差があった。特定保健指導やデ

ータヘルス計画との連携、ならびに継続

的な行動変容を支える機能・運用体制に

ついては、なお十分ではないことが明ら

かとなった。今後は、既に登録している

方々の継続利用も考慮し、既存のアプリ

基盤を活用しつつ、データ連携、対象者

に応じた支援設計、専門職による支援、

効果検証を組み合わせることで、特定保

健指導の運動習慣などの生活習慣病改善

の実効性の向上とリバウンド防止につな

げていく必要がある。 

 

Ｆ．健康危機情報 

 該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文 
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84回日本公衆衛生学会.（静岡）2025. 
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表１　自治体別回収数・回収率

依頼数 回答数 回収率

都道府県 47 37 78.7

政令市 20 13 65.0

一般市 772 436 56.5

合計 839 486 57.9

表２　自治体別のウォーキング・アプリ活用事業の実施状況

　 回答あり ％ 未回答＊ ％ 合計

都道府県　合計 37 78.7 10 21.3 47

　事業の実施はない 11 23.4 3 6.4 13

　事業実施あり 24 51 5 10.5 29

　他機関のツールを活用 2 4.3 2 4.3 4

政令市　合計 13 65.0 7 35.0 20

　事業の実施はない 4 20.0 0 0.0 7

　事業実施あり 8 40.0 3 15.0 11

　他機関のツールを活用 1 5.0 4 20.0 5

一般市　合計 436 55.6 336 44.4

　事業の実施はない 243 55.7 ― ―

　事業実施あり 140 32.1

　他機関のツールを活用 53 12.2

合計 436 100

＊未回答の都道府県及び政令市についてはHP等でウォーキングアプリ事業の実

施状況を確認した。



54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3　アプリの開始年　ｎ＝172

開始年 件数 ％

2014 1 0.6

2016 3 2.3

2017 3 2.9

2018 11 5.7

2019 14 8

2020 19 14.4

2021 18 10.3

2022 18 11.5

2023 22 13.8

2024 29 19

2025 19 11.5

無記入 15 8.7

「実施あり」と回答した自治体を分析した

表4.　計画との紐づけの状況 ｎ＝146

計画種類 件数 ％

健康増進計画 105 71.9

データヘルス計画 16 11.0

高齢者関係の計画 6 4.1

医療費適正化関係の計画 3 2.1

DX事業関係 3 2.1

その他の計画（総合計画、町づくり計画等） 16 11.0

「実施あり」或いは「他機関のツールを活用している」

と回答した自治体を分析した
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表5.　アプリでの記載内容 N＝172

都道府県 政令市 一般市

連結/記録できること ｎ＝24 ｎ＝8 ｎ＝140

マイナカードとの連携 2（8.7％） 1（16.7％） 16（12.3％）

移動距離 10（41.7％） 4（50.0％） 53（38.1）

消費カロリー 13（54.2％） 3（37.5％） 65（46.8％）

腹囲 1（4.2％） 1（16.7％） 21（15.1％）

健診結果 6（25.0％） 0（0.0％） 42（30.2％）

食事内容 3（12.5％） 2（25.0％） 38（27.3％）

睡眠時間 5（20.8％） 2（25.0％） 35（25.2％）

個人目標 11（45.5％） 2（25.0％） 57（41.0％）

「実施あり」と回答した自治体を分析した
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表6：各自の自治体アプリの強み

n=165（都道府県24、政令市7、一般市134） コード数

強み1：参加したくなる魅力の設計

1-1 インセンティブ設計 61

1-2 地域特典との接続 12

1-3 ゲーミフィケーション 14

1-4 イベント性・参加機会の演出 34

強み2：健康管理を支える実用性

2-1 身体・生活データの記録機能 10

2-2 データ連携の容易さ 11

2-3 可視化・セルフモニタリング支援 19

2-4 情報提供・行動支援 10

強み3：個人を超えて広がる参加の仕組み

3-1 企業・職域との連携 17

3-2 グループ・仲間参加 7

3-3 社会貢献との接続 5

3-4 地域ぐるみの巻き込み 33

強み4：自治体施策としての実装可能性

4-1 共同基盤・広域連携 29

4-2 コスト抑制・導入容易性 16

4-3 他施策・行政サービスとの統合 11

4-4 包摂性・参加のしやすさ 26
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表7　各自の自治体アプリの課題

n＝172(都道府県24、政令市8、一般市140） コード数

課題1：対象集団への到達と参加の偏在

1-1.若年層・現役世代への浸透不足 18

1-3.60歳以上の高年齢者の利用に偏在 3

1-4.新規参加者の伸び悩み 42

1-5.健康に関心が低い層に届きにくい 5

1-6.企業・事業所での利用伸び悩み 2

1-7.広報・認知向上の難しさ 12

課題2：継続利用を阻害する動機づけ・設計上の課題

2-1.アクティブユーザーへの移行困難 15

2-2.継続利用につなげるインセンティブ・イベント等の魅力不足 23

2-3.ポイント・特典利用先と提供先の弱さ 11

2-4.健康行動そのものの魅力向上の必要性 5

課題3：利用可能性と技術的信頼性に関する課題

3-1.デジタルデバイドと利用支援の必要性 28

3-2.操作性・機能性の課題 19

3-3.データの正確性・公正性の問題 3

3-4.健康管理機能の拡充ニーズ 9

課題4：自治体事業としての運営持続性と制度的制約

4-1.財政的人的持続可能性への懸念 25

4-2.多主体連携による活用促進の難しさ 11

4-3.制度・運営上の柔軟性の制約 5

4-4.アプリ事業の効果検証の基盤がなく評価が難しい 15

251


